
 

様式第１号 

  令和２年６月２６日 

 

神奈川県知事 殿 

 

〔設置者の名称〕 横浜理容美容専門学校     

 

〔代表者の役職〕理事長〔代表者の氏名〕渡来 秀隆 

 

 

大学等における修学の支援に関する法律施行規則第５条第３項に基づく 

更新確認申請書 

 

○申請者に関する情報 

大学等の名称 横浜理容美容専門学校 
大学等の種類 
（いずれかに○を付すこと） 

（大学・短期大学・高等専門学校・専門学校） 

大学等の所在地 横浜市港北区樽町 2-6-11 

学長又は校長の氏名 田邊 将義 

設置者の名称 学校法人 神奈川理容美容学園 

設置者の主たる事務所の所在地 横浜市港北区樽町 2-6-11 

設置者の代表者の氏名 渡来 秀隆 
申請書を公表する予定のホーム

ページアドレス http://www.yokohama-riyobiyo.ac.jp 

 
 大学等における修学の支援に関する法律施行規則第５条第３項に基づき更新

確認申請書を提出します。 
 
※ 以下の事項を必ず確認の上、すべての□にレ点（☑）を付けて下さい。  
☑この申請書（添付書類を含む。）の記載内容は、事実に相違ありません。 
 
 
☑ 確認を受けた大学等は、大学等における修学の支援に関する法律（以下「大

学等修学支援法」という。）に基づき、基準を満たす学生等を減免対象者とし

て認定し、その授業料及び入学金を減免する義務があることを承知しています。 
 
☑ 大学等が確認を取り消されたり、確認を辞退した場合も、減免対象者が卒

業するまでの間、その授業料等を減免する義務があることを承知しています。 
 
☑ この申請書に虚偽の記載をするなど、不正な行為をした場合には、確認を

取り消されたり、交付された減免費用の返還を命じられる場合があるととも

に、減免対象者が卒業するまでの間、自らが費用を負担して、その授業料等

を減免する義務があることを承知しています。 
 
☑ 申請する大学等及びその設置者は、大学等修学支援法第７条第２項第３号

及び第４号に該当します。 



  

 

○各様式の担当者名と連絡先一覧 
様式番号 所属部署・担当者名 電話番号 電子メールアドレス 

第１号 渡来 広義 045-541-0567 rep@yokohama-riyobiyo.ac.jp 

第２号の１ 渡来 広義 045-541-0567 rep@yokohama-riyobiyo.ac.jp 

第２号の２ 渡来 広義 045-541-0567 rep@yokohama-riyobiyo.ac.jp 

第２号の３ 田邊 将義 045-541-0567 rep@yokohama-riyobiyo.ac.jp 

第２号の４ 渡来 広義 045-541-0567 rep@yokohama-riyobiyo.ac.jp 

 

 

○添付書類 
 
※ 以下の事項を必ず確認し、必要な書類の□にレ点（☑）を付けた上で、これ

らの書類を添付してください。（設置者の法人類型ごとに添付する資料が異な

ることに注意してください。） 

 

「⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置」関係 
 
☑実務経験のある教員等による授業科目の一覧表《省令で定める単位数等の基

準数相当分》 
 
☑ 実務経験のある教員等による授業科目の授業計画書（シラバス）《省令で定

める単位数等の基準数相当分》 
 

「⑵-①学外者である理事の複数配置」関係 
 
☑ 《一部の設置者のみ》大学等の設置者の理事（役員）名簿 
 

「⑵-②外部の意見を反映することができる組織への外部人材の複数配置」関係  
□ 《一部の設置者のみ》大学等の教育について外部人材の意見を反映するこ

とができる組織に関する規程とその構成員の名簿 

 

「⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表」関係 
 
☑ 客観的な指標に基づく成績の分布状況を示す資料 
 
☑ 実務経験のある教員等による授業科目の授業計画書（シラバス）【再掲】 
 

その他 
 
☑ 《私立学校のみ》経営要件を満たすことを示す資料 
 
☑ 確認申請を行う年度において設置している学部等の一覧 



  

（添付書類）経営要件を満たすことを示す資料 
学校名 横浜理容美容専門学校 
設置者名 学校法人 神奈川理容美容学園 
 

 

Ⅰ 直前３年度の決算の事業活動収支計算書における「経常収支差額」の状況 
 経常収入(A) 経常支出(B) 差額(A)-(B) 

申請前年度の決算 250,760,046円 225,836,120円 24,923,926円 

申請２年度前の決算 232,200,282円 205,875,917円 26,324,365円 

申請３年度前の決算 203,199,632円 192,673,243円 10,526,389円 

 

 

Ⅱ 直前の決算の貸借対照表における「運用資産－外部負債」の状況 
 運用資産(C) 外部負債(D) 差額(C)-(D) 

申請前年度の決算 398,341,154円 16,637,514円 381,703,640円 

 

 

Ⅲ 申請校の直近３年度の収容定員充足率の状況 
 収容定員(E) 在学生等の数(F) 収容定員充足率

(F)/(E) 

今年度（申請年度） 220人 199人 90％ 

前年度 220人 181人 82％ 

前々年度 220人 159人 72％ 

 

 

（Ⅱの補足資料）「運用資産」又は「外部負債」として計上した勘定科目一覧 
 

○「運用資産」に計上した勘定科目 

勘定科目の

名称 

資産の内容 申請前年度の決算に

おける金額 
第二号基本金 

引当特定資産 
 110,000,000 円 

現金預金  269,381,949 円 

  円 

 

○「外部負債」に計上した勘定科目 

勘定科目の

名称 

負債の内容 申請前年度の決算に

おける金額 

長期借入  9,020,000 円 

短期借入  4,510,000 円 

未払金  8,399,144 円 

 

 

 

 



  

様式第２号の１－②【⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置】 
 
※専門学校は、この様式を用いること。大学・短期大学・高等専門学校は、様式第２号の

１－①を用いること。 
 
学校名 横浜理容美容専門学校 
設置者名 学校法人 神奈川理容美容学園 

 

 

１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

課程名 学科名 

夜間･

通信

制の

場合 

実務経験のあ

る教員等によ

る授業科目の

単位数又は授

業時数 

省令で定める

基準単位数又

は授業時数 

配

置

困

難 

専門 

美容 
夜 ・

通信 
1482 時間 160時間  

 
夜 ・

通信 
   

 

 
夜 ・

通信 
 

 

 
 

 
夜 ・

通信 
   

（備考） 

 

 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 

事務所に備え付けて閲覧 

 

 

３．要件を満たすことが困難である学科 

学科名 

（困難である理由） 

 

  



  

様式第２号の２－①【⑵-①学外者である理事の複数配置】 
 
※ 国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・学校法人・準学校

法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第２号の２－②を用いる

こと。 
 
学校名 横浜理容美容専門学校 

設置者名 学校法人 神奈川理容美容学園 

 

 

１．理事（役員）名簿の公表方法 
事務所に備え付けて閲覧 

 

 

２．学外者である理事の一覧表 

常勤・非常勤の別 前職又は現職 任期 
担当する職務内容 

や期待する役割 

非常勤  
2019.4.1～

2023.31 
法人の運営・管理 

非常勤  
2020.4.1～

2024.31 
法人の運営・管理 

（備考） 

 

 

  



  

様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 

 

学校名 横浜理容美容専門学校 

設置者名 学校法人 神奈川理容美容学園 

 

 

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要 

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法や

基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表してい

ること。 
（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 

前年度の反省等をふまえ、在校生や卒業生の意見を取り入れて全教員で話し合い 

を重ねて授業計画を作成していく。 

作成時期は基本 1 月頃とし、公表時期は 4月とする。 

授業計画書の公表方法 事務所備え付け 

２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定してい

ること。 
（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 

定期試験や日誌につけた授業結果や態度、出席率などを参考にして 

成績をつける。 



  

３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するととも

に、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 
（客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 

各試験の平均点を割り出し順位を公表。 

学科試験では成績の分布ごとに人数を出し、どの位置に何人いるのかが 

わかるようにする。 

 

客観的な指標の 

算出方法の公表方法 
事務所備え付け 

４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施してい

ること。 
（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 

・所定の教育課程修了者・科目の修了試験により認定された者 

・納付金の完納者 

・2年間の授業時間 2010時間以上を受講した者 

 

教職員で卒業に係る会議を開き卒業認定者を決めていく。 

卒業の認定に関する 

方針の公表方法 
事務所備え付け 

 

  



  

様式第２号の４－②【⑷財務・経営情報の公表（専門学校）】 
 
※専門学校は、この様式を用いること。大学・短期大学・高等専門学校は、様式第２号の

４－①を用いること。 
学校名 横浜理容美容専門学校 

設置者名 学校法人 神奈川理容美容学園 

 

１．財務諸表等 
財務諸表等 公表方法 

貸借対照表 情報公開の請求があった場合は学校にて閲覧可能 

収支計算書又は損益計算書 情報公開の請求があった場合は学校にて閲覧可能 
財産目録 情報公開の請求があった場合は学校にて閲覧可能 
事業報告書 情報公開の請求があった場合は学校にて閲覧可能 
監事による監査報告（書） 情報公開の請求があった場合は学校にて閲覧可能 

 

２．教育活動に係る情報 

①学科等の情報 
 

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

衛生 専門 美容   

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

2 年 

昼 

2010 

単位時間／単位 

1110 単位

時間/単

位 

単位時間

/単位 

900 単位

時間/単

位 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

2010 単位時間／単位 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

220人 199人 0 人 10人 12人 22人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要）前年度の反省等もふまえ、在校生や卒業生の意見を取り入れて全教員で 

話し合いを重ねて授業計画を作成していく。 作成時期は基本１月頃とし、公表 

時期は４月とする 

成績評価の基準・方法 

（概要）各試験の平均点を割り出し順位を公表。 

学科試験では成績の分布ごとに人数を出し、どの位置に何人いるのかが 

わかるようにする。 
 

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

・2年間で 2010時間以上受講した者。 

・納付金の完納者。 

・科目の修了試験により認定された者。 

学修支援等 

（概要） 

就職活動の支援。 

放課後の部活（メイク、ネイル）への参加。 技術不足者への追加授業。 



  

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 78人 

（100％） 

0 人 

（ 0 ％） 

66人 

（ 84.6％） 

12人 

（ 15.4％） 

（主な就職、業界等） 

美容室、ネイルサロン、エステサロン、アイラッシュサロン 

（就職指導内容） 

学校内にて就職ガイダンスを開催。放課後に個別で就職指導を行う。 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

美容師国家資格、ネイル検定 

（備考）（任意記載事項） 

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

181  人 14人  7.7％ 

（中途退学の主な理由） 

進路変更のため 

（中退防止・中退者支援のための取組）日頃の授業態度等に目を配り、気づいた 

所があれば個別面談をおこなう。必要であれば三者面談もおこなう。 

 

  



  

②学校単位の情報 

ａ）「生徒納付金」等 

学科名 入学金 
授業料 

（年間） 
その他 備考（任意記載事項） 

 美容  120,000円 792,000円 287,000円  

   円 円 円  

   円 円 円  

   円 円 円  

修学支援（任意記載事項） 

 

 

 

ｂ）学校評価 
自己評価結果の公表方法 

（ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法） 

事務所に備え付けて閲覧 

学校関係者評価の基本方針（実施方法・体制） 

学校関係の会社員や卒業生を中心とした委員会が自己評価の結果について評価する。 

学校関係者評価の委員 

所属 任期 種別 

㈱クリーンビルシステム 

代表取締役 

2020.4.1～2024.3.31 企業等委員 

㈱クリーンビルシステム 2020.4.1～2024.3.31 企業等委員 

 

㈱クリーンビルシステム 2020.4.1～2024.3.31 企業等委員 

㈱鹿島環境設備 2020.4.1～2024.3.31 企業等委員 

学校関係者評価結果の公表方法 

（ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法） 

ホームページにて公表 

 

第三者による学校評価（任意記載事項） 

 

 

ｃ）当該学校に係る情報 
（ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法） 

http://www.yokohama-riyobiyo.ac.jp 

 



  

 


